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市町村立学校職員の給与等に関する条例の

一部を改正する条例案について

教職員給与課

１ 改正理由

人事委員会の議会及び知事に対する給与等に関する報告及び勧告に鑑み、市町村

立学校職員の期末手当の額を改定する必要がある。

２ 改正内容

（１）第１条による改正関係

令和３年１２月に支給する期末手当の支給割合を次のとおりとする。

（第２２条関係）

職員の区分 現行 改正後 増減

一般職員 122.5/100 112.5/100 △ 10/100

再任用職員 67.5/100 62.5/100 △ 5/100

（２）第２条による改正関係

令和４年６月以降に支給する期末手当の支給割合を次のとおりとする。

（第２２条関係）

職員の区分 現行 改正後 増減

一般職員 122.5/100 117.5/100 △ 5/100

再任用職員 67.5/100 65/100 △2.5/100

３ 施行期日

・令和３年１２月支給分 令和３年１２月１日

・令和４年度以降支給分 令和４年４月１日
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（参考）

期末・勤勉手当の支給割合

（単位：月）

６月期 12月期 計 ６月期 12月期 計 ６月期 12月期 計

一 般 職 員 1.225 1.225 2.450 1.225 1.125 2.350 1.175 1.175 2.350 

再任 用職員 0.675 0.675 1.350 0.675 0.625 1.300 0.650 0.650 1.300 

一 般 職 員 0.925 0.925 1.850 0.925 0.925 1.850 0.925 0.925 1.850 

再任 用職員 0.450 0.450 0.900 0.450 0.450 0.900 0.450 0.450 0.900 

一 般 職 員

再任 用職員

※網掛け部分が改正箇所

現　行 令和３年度（改正後） 令和４年度（改正後）

4.300 4.200 4.200 

2.250 2.200 2.200 

区　分

期

末

勤

勉

合

計
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教育長の給与及び旅費等に関する条例の

一部を改正する条例案について

教職員給与課

１ 改正理由

一般職の職員の給与改定により、教育長の期末手当の額を改定する必要がある。

２ 改正内容

教育長の期末手当の支給割合を次のとおりとする。（第３条関係）

支給期 現行 改正後 増減

令和３年１２月 160/100 150/100 △10/100

令和４年６月以降 160/100 155/100 △ 5/100

３ 施行期日

・令和３年１２月支給分 令和３年１２月１日

・令和４年度以降支給分 令和４年４月１日
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